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中小企業向けの採用力強化プログラムの開発と
有効性の検証に関する研究

山　下　紗　矢　佳

１.　研究の背景と問題意識
２.　コロナ禍における採用活動の変化
３.　中小企業向け採用力強化プログラムの概要
４.　スクールの実施結果とプログラムの検証
５.　結論と今後の課題

１.　研究の背景と問題意識

　人口減少・少子高齢化・若者・女性の人口流出などにより、地方は若年者人口が減り続
け、地域企業は人手不足が慢性化している。それに追い打ちをかけるように、2020年に入
り新型コロナウイルス感染予防のため合同企業説明会等が次々と中止になるなど、これま
での採用活動を見直す必要に迫られた企業は少なくない。
　本研究では神戸市における人口減少・若者の県外流出に関する地域課題に着目する。そ
の要因のひとつとして、市内の企業とりわけ中小企業に対して「働く場」としての認知度
が若者を中心に低いことが考えられる。それは、本来若い世代が求めている企業情報を企
業側が発信できていない情報の非対称によるものであり、永野（2016）をはじめ多くの研究
者によって指摘がなされている。また、経営資源の乏しい中小企業では、本来自社の求め
る人材像が不明確なままあるいは思い込みのまま採用活動を実施するため、人材の獲得・
定着が難しいケースが少なくない。
　そこで本研究では、中小企業における採用力向上を目的とするプログラム「KOBE採用
イノベーションスクール」を開発し、受講生である中小企業に対する調査及び効果に関す

〔論文〕



56

る検証をおこなう。なお、ここでは「採用力」を「自社の採用環境を踏まえ、効果のある
採用手法やインターンシップを自ら開発し実施する力」と定義している。

２.　コロナ禍における採用活動の変化

　新型コロナウイルスの感染拡大が、就職活動・採用活動に影響を与えたことは言うまで
もない。ここではコロナ禍における採用活動の変化についてまとめる。

２. １.　雇用へのインパクト
　総務省による雇用に関する統計によれば、コロナ前の雇用状況は2019年まで緩やかな回
復傾向がみられていたが、2020年に入り感染拡大の影響等による経済活動の抑圧により、
有効求人倍率の低下、就業者数の大幅な減少、完全失業率の向上、非労働力人口の増加が
みられた。有効求人数は年平均で前年比21.0％減、新規求人数が前年比21.7％減と大幅に
減少した。有効求人倍率、完全失業率ともに悪化し、有効求人倍率は９月に1.04倍まで低
下し、年平均で1.18倍となった。完全失業率は、10月に3.1％まで上昇し、年平均では2.8％
となった。2020年12月時点で景気は依然として厳しい状況にあり、 厳しい雇用情勢が続い
ていた（総務省，2021，p.20）。
　一方で、感染拡大前から続く人手不足の状況を背景に、企業の雇用維持の努力やそれに
対する政策がなされ、2020年の完全失業者数や完全失業率はリーマンショック期と比較す
ると緩やかな動きにとどまった。

２. ２.　オンライン化への流れ
　大卒者の就職活動に関して、恒見はリクルートワークス研究所の「大卒求人倍率調査」
等を基に、新型コロナウイルスショックは求人数や求人倍率に影響を与えたが、それは限
定的なものであり、むしろ就職活動・採用プロセスに与えた影響のほうが大きい（常見，
2021，pp.4-8）と指摘している。その主な変化が就職活動・採用プロセスのオンライン化
への移行である。
　東京商工会議所は大企業59社、中小企業442社を対象にコロナ禍における採用活動等の
実態調査をおこなっている。これによれば「オンライン化」が採用活動における最も大き
な変化であり、大企業・中小企業ともに、会社説明会等でオンライン活動を取入れ、今後
もオンラインによる活動を一部継続していきたい（東京商工会議所，2021）という意向がみ
られる。一方、オンライン面接の導入は新卒採用の状況を一変させ、就活生の費用負担が
軽くなっただけでなく、居住地以外の企業にアプローチすることを容易にした。さらに、
これまで地方対都会といった構図でとらえられがちだった地方企業の採用競合状況が変化
し、首都圏企業との差別化だけでなく、他地域の中小・中堅企業と自社の違いを明確化し
なければ，オンライン化により活動領域が広くなった新卒採用市場の中で埋もれてしまう
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（尾山，2021，p.2）。またコミュニケーションのオンライン化について、オンラインとい
う方法及び該当するツールと対面のコミュニケーションの使い分けや組合せについての検
討が必要（江夏，2021，p.39）であり、あらゆる採用活動を単純にオンライン化すればよい
というわけではないことが示唆される。

２. ３.　インターンシップの有効性
　採用活動におけるインターンシップの有効性、すなわち早期の求職者との接触の重要性
が改めて認識されている。インターンシップに参加することで、企業への関心を持つ学生
が増え、かつ企業側としてもインターンシップ参加学生を採用する傾向がみられる。イン
ターンシップで実施する内容について、「職業体験」と「実業務体験」のインターンシッ
プは新卒採用に有意な結果を与える（髙木，2022，p.9）。しかし先に示した東京商工会議
所の調査結果によれば、2020～2021年度のインターンシップの実施状況は、大企業は64%
と半数以上の企業が実施しているが、中小企業は12％にとどまっている。インターンシッ
プを実施しない主な理由としては、大企業では「新型コロナウイルス感染症によるリスク
のため」とし、中小企業では「人的負担」「効果がない・不明」とともに「採用に直結しな
い」「実施する具体的な方法がわからない」を挙げている。
　ここで注目すべきはインターンシップの実施期間と方法についてである。大企業は約
46％が「半日」「１日」で実施しており、かつオンラインで実施する企業が多い。中小企業
は47％で実施期間が「５日」「６日以上」と長期の傾向が示され、かつ対面との併用の割合
が高い1）ことが明らかとなっている（東京商工会議所，2021，pp.14-21）。

　以上を踏まえ、中小企業におけるコロナ禍での採用の変化についてまとめると、会社説
明会など説明重視の活動についてはオンラインを活用し、双方向性が求められるインター
ンシップでは対面（オンライン併用）を活用していることが分かる。中小企業でのインター
ンシップで対面を活用している背景には、①そもそも大企業のような大規模な採用活動を
していないため、コロナによる活動制限の影響を受けにくかった、②従来よりインターン
シップに取組んでいる中小企業では、長期（５日以上）のインターンシップを実施する傾向
があり、インターンシップが採用に結び付く期待がなされている、ことが考えられる。
　またインターンシップを実施していない中小企業の意見を踏まえると、実施方法が分か
らず人的負担を理由に未実施であると考えられる。またインターンシップを実施したとし
ても実施方法が良くわからないまま実施しているため、期待通りの成果や満足度に結び付
いていないのではないかと考えられる。
　加えて、従来より中小企業での課題として認識されている「人手不足」に関して「希望
者が集まらない」という応募段階で認識される課題がある。これはインターンシップの募
集段階についても同様のことがいえるのではないかと考えられる。

1） 「コロナ禍でインターンシップについて変更した点」について「オンライン化した」の回答割合は大企
業で76％、中小企業で30％であった。
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　そこで、こうした中小企業の採用に関する課題解決の糸口を探るために、中小企業にお
ける採用力向上を目的としたプログラム「KOBE採用イノベーションスクール」を開発・
実施する。詳細は次で述べる。

３.　中小企業向け採用力強化プログラムの概要

３.１.　「KOBE採用イノベーションスクール」の概要
　本研究では、2018年から富山大学地域連携推進機構がCOC+事業の一環として実施する

「TOYAMA採用イノベーションスクール」2）のノウハウ・技術移転をベースに、神戸の
地域性に即した中小企業の課題解決に資するプログラムの開発に取組む。
　本スクールのタイトルを「KOBE採用イノベーションスクール」3）とした。採用に関す
る研究（講義）とワークショップを中心にプログラムを組む。参加者はスクールで学んだ手
法を用いて成果物を作成し、最終回で成果物発表をおこなうものである。第１期のスクー
ルは全６回で行われた。スケジュールは表１の通りである。

３. ２.　対象
　調査対象は研究協力の同意を得た中小企業８社９名である4）。神戸市や（公社）兵庫工業
会の協力を得て一般公募した。参加者はいずれも採用を主に担当する人物であり、人事担
当者や総務、経営者等が含まれる。参加者が感じている採用に関する課題は表２に記載する。

３. ３.	 研究方法
　参加者には全６回で構成されるプログラムに参加してもらう。参加者の様子を観察しな
がら、毎回意見交換をおこなった。スクール終了後に質問紙調査をおこなった。

３. ４.	 研究スケジュール
　表１のスケジュールでスクールを実施した。基本的には対面実施とした。第５回につい
ては参加者の一部はオンラインで実施した。

３. ５.　調査項目
　⑴属性、⑵採用に関する困りごと、⑶各回及び全体を通じたスクールの理解度と満足度、
⑷ワークショップの満足度、⑸スクール受講による今後の役立ちへの期待、⑹受講を経て
得られたノウハウ等、である。

2） 富山大学地域連携推進機構はこのプロジェクトを含めCOC+事業にて評価Sの成果をあげている。
3） KOBE採用イノベーションスクールは2021年度に第１期を実施した。2022年度に第２期を実施する予定である。
4） 募集は定員10名を上限としており、実際には９社10名からの申込があり募集を締切った。その後、同じ関

連会社の企業が申込をしていることが判明し、１社１名から辞退の申し出があった。
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３. ６.　プログラムのねらいと開発の視点
　「経営資源の乏しい中小企業では、本来自社の求める人材像が不明確なままあるいは思い
込みのまま採用活動を実施するため、人材の獲得・定着が難しいケースが少なくない」と
いう仮説のもとプログラムを構成した。また、参加企業への定着が促進されるよう、講義
とワークショップを交互に実施することで、インターンシップや採用の手法を知識の習得で
終わらせることなく、受講生が企画・立案・実践しインターンシップや採用につなげていく
力を養うことを重視した。加えて、学生との対話会や学生からのフィードバックを設定し、
学生の立場に立って採用を考える機会を設けた。プログラムのゴールは講義とワークショッ
プの学びを生かし、インターンシップ募集のためのポスターを新たに作成することである。

出所）筆者作成

表１　第1期KOBE採用イノベーションスクールのプログラムの詳細



60

　これらの視点を踏まえ、次の３つの観点で講義とワークショップを設定した。
　① 採用を論理面から考える：採用担当者に必要なセオリーやエビデンスとは何か
　② 採用を実際面から検討する：論理面を踏まえ実践の立場から検討する
　③  採用のコミュニケーション：コピーライトやビジュアルによるコミュニケーション

を考える。
　各回のプログラムとねらいは表１を参照のこと。

４.　スクールの実施結果とプログラムの検証

　研究参加者（以下、受講生とする）８社９名のうち、１社１名は職務の都合で脱落したた
め、分析対象を残りの７社８名（N＝８）（対象者をＡ～Ｈと表記）とする。アンケート調査
及びヒアリング調査の結果、ほぼ全員から好意的な評価を得られた。

４. １.　アンケート調査及びヒアリング調査の結果と検証
　表２において、⑴受講生の属性、⑵採用に関する困りごと、⑶各回及び全体を通じたス

5）  理解度については「理解できた」を４、「やや理解できた」を３、「やや理解できなかった」を２、「理
解できなかった」を１として集計した。

6） 講義とワークショップの満足度については「満足」を４、「やや満足」を３、「やや不満」を２、「不満」
を１として集計した。

7） 役立ちについては、「今回のスクールは、御社の採用力向上に役立ったか、将来の期待も含めてお聞か
せください」という質問に対し、「大変役に立った、またはその期待が大いに持てる」を4、「役に立った、
またはその期待が持てる」を3、「役に立たなかった、またはその期待が持てない」を2、「全く役に立た
なかった、またはその期待が全く持てない」を1として集計した。

出所）筆者作成

表 2　受講生の属性及びスクールに対する評価
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クールの理解度と満足度、⑷ワークショップの満足度、⑸スクール受講による今後の役立
ちへの期待、をまとめている。
　受講生の各社における採用に関する課題は、回答数の多い順に「採用後の定着」が６、「応
募が少ない」が５、「採用したい人材を採用できない」が２、「採用で伝えたい自社の特徴（採
用における売り）が分からない」が１、「採用したい人材像がわからない」が１であった。「採
用したい人材像がわからない」の回答数は１であるが、応募の少なさや定着への課題を考
慮すると、「経営資源の乏しい中小企業では、本来自社の求める人材像が不明確なままあ
るいは思い込みのまま採用活動を実施するため、人材の獲得・定着が難しいケースが少な
くない」という仮説は否定できない。仮に「採用したい人材を採用できた場合でも入社後
に定着しない」ことを考えれば、自社に関する採用情報の提供の段階と入社後とで何らか
のギャップが生じているのではないかと考えられる。
　各回の講義ごとに理解度と満足度を確認した。理解度には若干の差異はみられるもの
の、高い理解度を示している。満足度についてはほとんどで最も高い評価を得た。
　第１回～第６回8）までの受講生別の平均理解度と平均満足度については、いずれの受講
生からも各講義に対し高い評価を得られたと考えられる。受講生に対するヒアリングから
は「学び」「理論」「知識」の獲得に関するキーワードが頻出している。受講生の主な意見は
以下の通りである。
　⃝「採用に関して学ぶことが多かった（A）」
　⃝「採用に対して感覚ではなく、理論として考えることができた事は大変有意義であっ

た（B）」
　⃝「実務では知ることのできない学びがあった（C）」
　⃝「今まで知らなかったことばかりで感動が多かった（D）」
　⃝「採用に関する基礎知識を５回にわたり違う角度から学ぶことが出来た（E）」
　⃝「実践でいかせる考えや知識を得ることができた（F）」
　⃝「地方創生の話がとても印象的でした（G）」
　⃝「学術的な採用を初めて学び奥深さを感じた（H）」

　ワークショップの満足度は第１回～第６回の全体の評価であり、受講生全員から最も高
い評価を得た。受講生に対するヒアリングからは「リラックスできた」「考える機会を得ら
れた」「意見交換が有意義であった」といった「和やかな雰囲気のなかで有意義な時間を過
ごすことができた」というリラックスできる場に関する意見が共通している。ポスター制
作については、「自社（の価値・強み）について改めて考える時間になった」「伝える方法を
学べた」というように、自社の価値を見つめなおし、求職者に伝えるノウハウの獲得に関
する意見が共通していた。受講生に対するヒアリングでの主な意見は以下の通りである。
　⃝「先生のお話をいつも楽しく聞かせて頂きました（A）」

8） 第５回はワークショップが中心であったため、講義としての理解度・満足度調査はおこなっていない。
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　⃝「先生のお話はスッと入ってきやすく、毎回のご夫婦のお話はほほえましく感じまし
た。先生のお話のおかげで緊張が和らぎました（B）」

　⃝「他社の採用担当者の方とお話することができてよかった。ポスター制作については
とても見やすいデザインにすることができた（C）」

　⃝「自社の強みを改めて考える機会になった。機会があれば他のセミナーも受講したい。（D）」
　⃝「先生の話し方や司会進行のおかげで緊張がほぐれた状態でワークに臨むことができ

た。このポスター制作のおかげで端的に伝える方法を学ぶことが出来た。また相談
会によりよりブラッシュアップすることが出来ました（E）」

　⃝「リラックスして受講できたので良かった。これまで社内用ポスターは制作したこと
がなかった。今回制作することで採用について深堀して考えることができたので、
良い機会になった（F）」

　⃝「毎回のチェックインやディスカッションなど、他の受講された方々のご意見やお話
が興味深く大変勉強になりました。先生のアドバイスのおかげで企業の価値が伝わ
るものになったと思う。もう少しブラッシュアップしていきたい（G）」

　⃝「成果物作成にあたって、対面でのアドバイスと修正の時間があったところがよかっ
た。的確なアドバイスや気づきを頂けた（H）」

　今回のスクールを受けたことで、自社の採用力向上に役立ったか、将来の期待も含めて
尋ねたところ、いずれの受講生からも前向きな評価を得られた。受講生に対するヒアリン
グからは「実践に活かせる」「（これまで）採用に関する知識がなかった」「社内での浸透が課
題」といった意見が共通していると考えられる。受講生に対するヒアリングでの主な意見
は以下の通りである。
　⃝「これから新卒の採用が始まりますので学んだことを活かしていきたい（A）」
　⃝「新しい視点をいただけたように思う。新卒だけではなく中途採用にも活かせていけ

ればと思う（B）」
　⃝「採用について改めて考える時間を持つことができた（Ｃ）」
　⃝「採用に関しての知識がなかったので大変役立ちました。今後活かしていきます（Ｄ）」
　⃝「これまで、感覚、見よう見まねで行っていた採用活動を理論に基づいて実践するきっ

かけを与えていただいた。ただ、担当者だけでなく、上司や経営陣にそれを伝えて
いかないといけないなとも感じた（Ｅ）」

　⃝「採用を見直していきたいが、社内には理解者が少ない。ここでは同じ立場としてい
ろんな意見交換をできてよかった。これから実践していくので（今の時点では）効果
検証ができていないが、確実にレベルアップしていると信じている（Ｆ）」

　⃝「採用前後のコミュニケーションや伝え方等、今後の採用に活かしていきたい（Ｇ）」。
　⃝「採用戦略に早速落とし込めると期待が持てる。会社のことをじっくり考える時間が

たいへん貴重でした（Ｈ）」
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４. ２.　CS（Customer	Satisfaction）ポートフォリオ分析
　ここでは各講義がスクールのプログラムとして有効かどうかと課題を確認するために、
アンケート結果を基に顧客満足度調査で一般的に用いられるCSポートフォリオ分析をお
こなう。横軸に重要度９）、縦軸に理解度10）とした（表３、図１）。ただし第６回については
全員の回答が一致し相関係数が定まらなかった。また第１回～第６回の理解度は基本的に
は高い値であったことに留意は必要である。

　ポートフォリオ分析の第１象限を重要度・理解度ともに高い「重点継続項目」とした。
「第３回」「第４回」が位置しており、３つの観点のうち「採用のコミュニケーション」と「採
用を実際面から検討する」に関するプログラムが理解度の源泉であることが示された。

9） ここでは受講生（N= ８）における「スクールの役立ち」と「各回の理解度」との相関係数をそれぞれ算
出したものを重要度とし横軸とする。

10） ここでは受講生（N= ８）における「各回の理解度」の平均値を縦軸とする。本来的な意味合いでは「満
足度」を用いたいところであるが、「満足度」はバラつきがみられずいずれも高い評価であったことに
加え、中小企業での採用に関する知識の習得・定着を重視するため、ここでは「理解度」を用いるこ
ととする。

出所）筆者作成

表３　受講生（N=8）の重要度と各プログラムの平均理解度

出所）筆者作成

図１　プログラム別にみるCSポートフォリオ分析
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スクール全体の満足度への影響の度合いである重要度が低く、かつ理解度が低い第３象限
を「要検討項目」とした。「第２回」が位置している。個別ヒアリングでは「内容が少し
難しかった」という意見が複数あった。また、講義で用いられた事例が有名大企業であっ
たため、採用における顧客志向の考え方の習得にあたり、自社事として捉えにくかった点
があるのではないかと考えられる。
　スクール全体に対する満足度への影響の度合いである重要度が高いにも関わらず理解度
が低い第4象限を「重点改善項目」とした。「第１回」が位置している。今後の本スクール
で継続的に実施する必要性があるが、これまで採用に対し理論ではなく思い込みで活動を
していた採用担当者にとっては、初回から学術的な内容を盛り込みすぎたかもしれないと
も考えられる。次回には、「わかりやすさ」を重視する必要性があることが示された。
　第２象限に位置した「第６回」であるが、本来であれば重要度が低く満足度が高い項目
については「現状維持項目」とするが、先に示したように相関係数が定まらないため重要
度については結論づけることが難しい。ただし、理解度については受講生全員から最も高
い評価を得られた。ここでは「地方創生」に関して地域雇用の重要性に関する講義をおこ
なった。別の見方をすれば新聞やニュースなどで「見聞きする内容」で自然と理解しやす
い内容であったことと考えられる。

５.　結論と今後の課題

　本研究では中小企業における採用力向上を目的としたプログラム「KOBE採用イノベー
ションスクール」の開発とプログラム及び受講生の効果などについて検証をおこなった。
以下ではプログラム開発の効果や課題についてまとめる。

５. １.　中小企業への効果の確認
　第１期「KOBE採用イノベーションスクール」が実施された時期は2021年10月～12月で
あったため、実際に受講生が自社の採用活動に学びが活かされるのは、新卒であれば2023
年３月卒以降となる。したがって実際に採用につながったかどうかについては現時点です
べてを明らかにできていないので、この点については今後の研究で明らかにしていくこと
とする。
　一方で、スクール修了後に第１期受講生とのコンタクトを続けているなかで、受講生の
７社８名のうち４社では、スクールに影響を受けたとされる新たな動きが確認された。受
講生Cの企業では文系女子学生向けにインターンシップを企画し、本学の学生が数名参加
することが決まった。受講生Dと受講生Hの企業は、2022年度に実施予定の第２期「KOBE
採用イノベーションスクール」への受講を申し込んだ。第１期とは別の採用担当者が受講
予定であり、本プログラムが中小企業の採用力向上に何らかの効果が期待されていること
が伺える。また受講生Dの企業ではこれまで新卒採用の経験がなかったが新卒採用を開始
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し、スクールを機に新卒採用を計画し2022年９月現在で１名内定が決まった。受講生Gは
現在事業承継に向けた準備を進めており、女性をはじめとする誰しもに働きやすい職場環
境を整備していきたいと、スクール終了後に女子学生のための工場見学を実施した。社員
に対して「今までとは違う」経営姿勢を示すことができたという。

５. ２.　地域への効果の確認
　受講生である中小企業以外での成果として、兵庫県内の地域版採用イノベーションス
クールの実施依頼があった。現在取組んでいるKOBE採用イノベーションスクールではど
うしても地理的要因から阪神間地域の企業に参加が限られる。ではオンラインで実施すれ
ばよいのではないかと考えられるがそうではない。このスクールではワークショップ等を
通じて参加者同士の交流を重視し、そこから学びを得ながら知識を自社に落とし込んでい
く「自分事化する」プロセスを重視している。実際に第５回のワークショップを対面とオ
ンラインの両方で実施したが、対面参加の受講生のほうが成果物作成において意欲がみら
れた。今後実施される兵庫県内での地域版採用イノベーションスクールでは、本研究で得
られた結果を活かしつつ研究の発展に繋げていきたいと考えている。

５. ３.　対話重視と成果物作成を取り入れた効果の確認
　本研究では実施アドバイザーの尾山11）と、講演を依頼した岡本12）の指導の下、本スクー
ルのプログラム作りにおいて「対話重視」と「成果物作成」を取り入れた。これらが本ス
クールの成果に貢献したと考えられる。
　「対話重視」については受講生の満足度に寄与していることはワークショップの満足度
から伺える。また本スクールは全６回開催と、一般的な単発のセミナーと比較して参加者
の緊張感や心構えは異なることが想像される。ここでは対話を重視したワークショップを
おこなうことで、受講生の本スクールへの毎回の参加がプレッシャーではなく楽しみと捉
えられ、成果につながったことと考えられる。実際に教育学の分野では、授業で対話機会
を意図的に設定することで１人では到達しえなかった発想や解決策を得られ、参加者の満
足度が上がる（多田，2018，pp.62-63）ことが指摘されている。
　「成果物作成」については、限られた時間のなかで、「採用力」すなわち「自社の採用環
境を踏まえ、効果のある採用手法やインターンシップを自ら開発し実施する力」を向上さ
せるためには、学んだことや考えたことなど、講義と対話で得られた知を統合し具現化し
ていくプロセスとして有効であった。今回おこなったポスター制作は形式上ではプログラ
ムのゴールとして位置付けているが、実際にポスターを作ることが最大の目的ではない。

「採用に関する知識・理論の獲得」⇒「対話によって自社に対する気づき・発見を得る」⇒「成
果物作成で整理・統合・具体化」していくプロセスのなかで、採用力を向上させていくこ

11） 富山大学地域連携推進機構地域連携戦略室准教授 尾山真氏は日本キャリア開発協会認定のインストラ
クターの資格を有し、TOYAMA採用イノベーションスクールの発案・企画・運営を行っている。

12） 富山大学芸術文化学部講師 岡本知久氏は広告・デザインを専門とする。
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とが最大の目的なのである。また、人的にゆとりのない中小企業では、採用担当者が全６
回に及ぶスクールに参加することについて社内で理解を得られにくいケースがある。その
際にコピーライトとビジュアルを組合せたステートメントを作成することは、スクール参
加にあたっての社内に向けて説得力のある材料となりえる。ここでもデザインによる力が
発揮されることが分かった。

５. ４.　残された課題
　本研究は「TOYAMA採用イノベーションスクール」 （以下、TOYAMA採用スクール）
のノウハウ・技術移転をベースに、神戸の地域性に即した中小企業の課題解決に資するプ
ログラムの開発に取組んでいるが、本スクールでの実績は１期分のみであるため、十分に
比較研究を行うには至っていない。しかし富山大学を中心とする研究メンバーとの議論の
なかで、TOYAMA採用スクールとKOBE採用イノベーションスクールの成果で「ヨコ
の繋がり」形成の違いが浮彫になった。TOYAMAでは、採用担当者同士のヨコの繋が
りの創出が活発化し、自主ゼミのような形で勉強会を開催するに至るまでのヨコの繋がり
が創出された。しかしKOBE採用イノベーションスクールではそうした成果は見られてい
ない。これについて地域性を「都市型」「地方型」と分類するならば、KOBE採用イノベー
ションスクールは阪神間をエリアとする「都市型」の地域性、TOYAMA採用スクール
の場合は「地方型」の地域性によるものであると考えられる。「地方型」のTOYAMA採
用スクールでは受講生が「人口流出」を「地域の課題」であり「自社の課題」と捉えてい
る傾向にあり、KOBE採用イノベーションスクールでは受講生が「人口流出」を「地域の
課題」ではあるが「自社の課題」とまで落とし込まれていないように感じられた。この点
については、引続き２期目スクール実施とTOYAMA採用スクールや兵庫県内での地域
版との比較をおこない明らかにしていきたい。
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